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制度の概要  

騒音規制法及び振動規制法では、著しい騒音や振動を発生する特定の機械設備を「特定施設」

と定めており、特定施設を設置する工場・事業場を「特定工場等」といいます。環境保全の観点

から、特定工場等は敷地境界で規制基準を満たすように義務付けられています(規制基準は、p.4 

～5をご確認ください)。 

対象となる特定施設を設置しようとする場合、あるいはその施設の機械設備の数等を変更する

場合は、法律に基づいた届出を事前に行う必要があります(届出内容等は、p.6～13をご確認くだ 

さい)。 

留意事項 

・ 施設設置後に公害防止対策を行う場合、配置スペースや構造的な支障により、困難を伴う場合があります。 

・ 騒音・振動に係る公害を未然に防止するため、事前に以下の事項を検討してください。 

① 低騒音型、低振動型の機種を選定する。 

② 稼働時間を短縮する。 

③ 設置場所について、敷地境界から距離を離す。 

④ 消音機、防音壁等を設置する。 

⑤ 施設を建屋内に設置する。 

⑥ 防振架台を設置する。 

⑦ 防振ゴムを設置する。 
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○ 【 ３ 】 

原動機の定格出力が7.5kW以上のもの 

織機 ○ 【 ４ 】 

原動機を用いるもの 
○ 【 ４ 】 

原動機を用いるもの 

 

 

 

 
建設用資材 
製造機械 

 

コンクリートプラント ○ 【5-イ】 
気ほうコンクリートプラン3 トを除き

混練機の混練容量が0.45ｍ 以上のもの 

 

— 

アスファルトプラント ○ 【5-ロ】 

混練機の混練重量が200kg以上のもの 
— 

コンクリートブロックマシン — ○ 【 ５ 】 

原動機の定格出力の合計が2.95kW以上のもの 

コンクリート管製造機械 

及びコンクリート柱製造機械 
— ○ 【 ５ 】 

原動機の定格出力の合計が10kW以上のもの 

 

穀物用製粉機 
○ 【 ６ 】 

ロール式のものであって 
原動機の定格出力が7.5kW以上のもの 

 

— 

 

 

 

 

 

 

木材加工機械 

ドラムバーカー ○ 【7-イ】 ○ 【6-イ】 

チッパー ○ 【7-ロ】 

原動機の定格出力が2.25kW以上のもの 
○ 【6-ロ】 

原動機の定格出力が2.2kW以上のもの 

砕木機 ○ 【7-ハ】 — 

 

帯のこ盤 ○ 【7-ニ】 
製材用は原動機の定格出力が15kW以上

木工用は原動機の定格出力が2.25kW以上 

 

— 

 

丸のこ盤 ○ 【7-ホ】 
製材用は原動機の定格出力が15kW以上

木工用は原動機の定格出力が2.25kW以上 

 

— 

かんな盤 ○ 【7-ヘ】 

原動機の定格出力が2.25kW以上のもの 
— 

抄紙機 ○ 【 ８ 】 — 

印刷機械 ○ 【 ９ 】 

原動機を用いるもの 
○ 【 ７ 】 

原動機の定格出力が2.2kW以上のもの 

 

ゴム練用又は合成樹脂練用のロール機 

 

— ○ 【 ８ 】 
カレンダーロール機以外のもので
原動機の定格出力が30kW以上のもの 

合成樹脂用射出成形機 ○ 【 10 】 ○ 【 ９ 】 

鋳型造型機 ○ 【 11 】 

ジョルト式のもの 
○ 【 10 】 

ジョルト式のもの 

特定施設に該当する機械設備 ※: 【 】内の番号は、各法令の別表に記載される特定施設番号です。 
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機械名称 
騒音規制法に基づく施設 

（法第２条、施行令第１条、別表第１） 
振動規制法に基づく施設 

（法第２条、施行令第１条、別表第１） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金属加工機械 

圧延機械 ○ 【1-イ】 

原動機の定格出力の合計が22.5kW以上のもの 
— 

製管機械 ○ 【1-ロ】 — 

 

ベンディングマシン ○ 【1-ハ】 
ロール式のものであって 

原動機の定格出力が3.75kW以上のもの 

 

— 

液圧プレス ○ 【1-ニ】 

矯正プレスを除く 
○ 【1-イ】 

矯正プレスを除く 

機械プレス ○ 【1-ホ】 

呼び加圧能力が294kN以上のもの 
○ 【1-ロ】 

せん断機 ○ 【1-ヘ】 

原動機の定格出力が3.75kW以上のもの 
○ 【1-ハ】 

原動機の定格出力が1kW以上のもの 

鍛造機 ○ 【1-ト】 ○ 【1-ニ】 

ワイヤーフォーミングマシン ○ 【1-チ】 ○ 【1-ホ】 

原動機の定格出力が37.5kW以上のもの 

 

ブラスト ○ 【1-リ】 
タンブラスト以外のものであって

密閉式のものを除く 

 

— 

タンブラー ○ 【1-ヌ】 — 

切断機 ○ 【1-ル】 

といしを用いるもの 
— 

 

 
空気圧縮機
及び送風機 

 

空気圧縮機 (振動は圧縮機) ○ 【 ２ 】 
原動機の定格出力が7.5kW以上のもの 
(環境大臣が指定するものを除く) 

 

○ 【 ２ 】 
原動機の定格出力が7.5kW以上のもの 
(環境大臣が指定するものを除く) 

送風機 
○ 【 ２ 】 

原動機の定格出力が7.5kW以上のもの 
(環境大臣が指定するものを除く) 

 

— 

土石用又は鉱物用破砕機、
磨砕機、ふるい及び分級機 

○ 【 ３ 】 

原動機の定格出力が7.5kW以上のもの 

 



規制基準について  

特定施設(p.3に該当する施設)を設置する場合は、敷地境界で規制値を満たすように計画する必

要があります。規制基準を超過し、周辺の生活環境が損なわれていると認められた場合、区長は

改善勧告や改善命令を行うことができます。 

敷地境界線の規制値（イメージ） 

規制に対する罰則等 

◎ 計画変更の勧告及び改善命令 
・ 設置届出、変更届出の内容が規制基準に適合しないとき等は、計画変更の勧告を行うことがありま

す。 

・ 計画変更の勧告に従わずに施設を設置した場合は、改善命令を行います。 

◎ 改善勧告及び改善命令 
・ 特定施設の設置後に規制基準が守られていない場合等において、騒音・振動の防止等について改善勧告、

改善命令を行うことがあります。 

◎ 罰則 
・ 適切な届出を行わない場合(虚偽の届出等)や、検査を拒む場合、改善命令に従わない場合には、罰則があ

ります(懲役、罰金又は過料等)。 
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区域 該当地域 ８時～19時 19時～翌８時 

 

第１種区域 
良好な住居の環境を 

保全するため、特に静穏
の保持を必要とする区域 

及び住民の用に 
供されているため、 

静穏の保持を必要とする区域 

① 第１・２種低層住居専用地域 
 

 

 

60dB 

 

 

 

 

55dB 

 

② 第１・２種中高層住居専用地域 

③ 第１・２種住居地域 

④ 準住居地域 

⑤ 用途地域の定めのない地域 
（第２種区域を除く） 

区域 該当地域 ８時～20時 20時～翌８時 

 

 

第２種区域 
住居の用に併せて商業、工業
等の用に供されている区域/

主として工業等の用に 

供されている区域 

① 近隣商業地域 
 

 

 

65dB 

 

 

 

 

60dB 

 

② 商業地域 

③ 準工業地域 

④ 工業地域 

⑤ ①～④に掲げる地域に接する地先 
及び水面 

区域 該当地域 ６時～８時 ８時～19時 19時～翌６時 

第１種区域 
良好な住居の環境を保全
するため、特に静穏の 
保持を必要とする区域 

① 第１・２種低層住居専用地域 
 

40dB 

 

 

45dB 

 

 

40dB 

 ② ①に掲げる地域に接する地先及び水面 

 

 

 

第２種区域 
住居の用に供されている
ため、静穏の保持を 

必要とする区域 

① 第１種中高層住居専用地域 
(第１種区域に該当する地域を除く) 

 

 

 

 

 

45dB 

 

 

 

 

 

 

50dB 

 

 

 

 

 

 

45dB 

 

② 第２種中高層住居専用地域 

③ 第１・２種住居地域 

④ 準住居地域 

⑤ 第１特別地域 

⑥ 用途地域の定めのない地域 
(第１・３・４種区域を除く) 

区域 該当地域 ６時～８時 ８時～20時 20時～23時 23時～翌６時 

 

第３種区域 
住居の用にあわせて商業、
工業等の用に供されている

区域 

① 近隣商業地域、商業地域、 
準工業地域(第１特別地域を除く) 

 

 

55dB 

 

 

 

60dB 

 

 

 

55dB 

 

 

 

50dB 

 

② 第２特別地域 

③ ①・②に掲げる地域に接する地先 
及び水面 

第４種区域 
主として工業等の用に
供されている区域 

① 工業地域(第１、第２特別地域を除く) 
60dB 

 

70dB 

 

60dB 

 

55dB 

 
② ①に掲げる地域に接する地先及び水面 

敷地境界(p.4に示した地点)における各規制値は、区域及び時間帯毎に下表のとおり定めていま

す。区域(該当地域)は、港区のホームページ等でご確認ください。 

騒音の規制基準（敷地境界における音の大きさ） 

※1：第１特別地域とは、近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び工業地域のうち、第１種区域の周囲30ｍ以内の地
域をいいます。 

※2：第２特別地域とは、工業地域(第１特別地域に該当する地域を除く。)のうち、第２種区域の周囲30ｍ以内の地域
をいいます。 

※3：学校・幼稚園・保育所・病院及び診療所(有床)・図書館・特別養護老人ホーム・認定こども園の敷地の周囲おお
むね50ｍの区域内(第１特別地域及び第２特別地域を除く。)における規制基準は、上表に掲げる値から５dBを減
じた値とします。 

振動の規制基準（敷地境界における振動の大きさ） 

※: 学校・幼稚園・保育所・病院及び診療所(有床)・図書館・特別養護老人ホーム・認定こども園の敷地の周囲おおむね
50ｍの区域内における規制基準は、上表に掲げる値から５dBを減じた値とします。 

留意事項 
・ 環境保全の観点から、騒音・振動に特に留意すべき施設(学校・幼稚園・保育所・病院及び診療所(有

床)・図書館・特別養護老人ホーム・認定こども園:p.13 参照)が敷地内を含む周囲50ｍの範囲に存在
する場合、規制が厳しくなります(上表の値から５dB減じた値を規制値として採用します)。 

 ・ なお、特に留意すべき施設の存在は、届出時点で明らかになっている将来の計画も含みます。 

区域 

 



届出について  
特定施設(p.3に該当する施設)を設置する場合等は、下に示す時期に該当する届出書を提出する義務が発生します。届

け出なかった場合、罰せられる可能性があります。 

施設を設置しようとする方は、あらかじめ区の担当課に連絡をして来庁してください。電子申請も受け付けておりま

すが、書類修正等の観点から、窓口でのご提出をおすすめします。 

届出の種類と届出時期 

留意事項 

・ 各届出書類の様式は、港区ホームページからダウンロードできます(右の二次元コード参照)。 

・ 設置届出書には、p.7に示す資料一式を添付してください。 

・ 作成にあたっては、手書きの場合、黒色のボールペンでご記入ください(消せるボールペンは
不可)。 

・ 届出書は、２部(正・副)作成してください。届出書の副本は完成検査後に返却します。 

届出様式 

特定施設の設置を届出する際の手続の流れ（イメージ） 
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 根拠法令  

届出の要件 
 

 

届出時期 
 

届出の種類 
 届出書類 

騒音
規制法 

振動
規制法 

 
施設をあらたに
設置するとき 

 
特定施設 
設置届出書 

 

第６条 
(様式第１) 

 

第６条 
(様式第１) 

◎ 工場又は事業場(工場等)に、新たに特定施設
を設置しようとする場合 
※ 特定施設が既に設置されていない場合

に限る 

 

設置の工事開始の 

30日前 

 

 
施設の数を変
更するとき 

 
特定施設の 
種類ごとの数 
変更届出書 

 

第８条 
(様式第３) 

 

 

— 

◎ 届出を行った工場等が、特定施設の種類ご
との数を変更する場合 
※ 種類ごとの数が減少する場合及び直近

の届出数から２倍以内の数に増加する
場合を除く 

 
変更に係る
工事開始の 

30日前 

 

 
 

 
使用方法等を
変更するとき 

 

 
特定施設の種類
及び能力ごとの数 
/特定施設の使用
の方法変更届出書 

 

 

 

 

— 

 

 

 

第８条 
(様式第３) 

◎ 届出を行った工場等が、特定施設の種類及び
能力ごとの数を変更する場合 
※ 種類及び能力ごとの数が増加しない場合

を除く 
◎ 届出を行った工場等が、特定施設の使用の 

方法を変更する場合 
※ 使用開始時刻を繰り下げ、終了時刻を繰

り上げする場合を除く 

 

 

 
変更に係る
工事開始の 

30日前 

 

 
届出者の氏名等
が変わったとき 

 

氏名等変更届出書 

 

第10条 
(様式第６) 

 

第10条 
(様式第６) 

◎ 特定施設、指定施設に関する届出を行った
者の氏名又は名称及び住所並びに法人に
あっては代表者の氏名、並びに工場等の名 
称及び所在地の変更があった場合 

 

変更の日から 

30日以内 

 

使用を 
やめるとき 

特定施設 

使用全廃届出書 
第10条 

(様式第７) 

第10条 
(様式第７) 

◎ 特定施設の全ての使用を廃止した場合 廃止した日から 

30日以内 

 

施設を 
承継するとき 

 

 

承継届出書 

 

 

第11条 
(様式第８) 

 

 

第11条 
(様式第８) 

◎ 届出を行った者から特定施設、指定施設の
全てを譲り受け、借り受けた場合、又は相
続合併があった場合 
※ 一部の施設のみの場合は、新たに設置の

届出が必要 

 
承継があった

日から 

30日以内 
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届出時の必要書類について  

届出にあたっては、届出書に下記の書類を添付してください。

お問い合わせください。 

特定施設設置届出時の別添資料一覧 

詳細は担当課(巻末に記載)に 

※1：騒音規制法及び振動規制法の同時届出の場合は省略できる書類です。 

※2：防止対策を講じない場合は省略できる書類です。 

変更届出時の資料 

変更届出を行う際は、「特定施設設置届出時の別添資料一覧(上表)」のうち、変更する内容に

関する資料を添付してください。なお、変更内容がわかるように変更前後の図面を添付してくだ

さい。 

変更届は、特定施設の種類ごとに、「直近の届出台数の２倍を超える台数」となる場合に手続

きを行ってください(下記 留意事項参照)。ただし、届出が不要の場合も、基準値を超過しないよ

うに留意してください。 

留意事項（変更届出が必要となるケースについて） 

・ 変更の届出は、特定施設の追加設置を行う際に、「直近の届出台数の２倍を超える台数」となる場合に必要と
なります(特定施設の種類ごと)。 

・ 例えば、特定施設設置届出時に「特定施設設置台数を２台」としていた場合、「３台目の追加設置」であれ
ば、届出は不要です(「追加設置後の台数(この場合３台)」が「直近の届出台数(設置届出時の２台)の２倍 (こ
の場合４台)」を下回るため)。 

・ ただし、更に２台の追加設置を行う場合、変更届出が必要となります(「追加設置後の台数(この場合５台)」が 

「直近の届出台数(設置届出時の２台)の２倍(この場合４台)」を上回るため)。 
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番号 添付書類及びポイント 
参考
ページ 

チェック欄 

騒音 振動 

 

別紙１ 
◎ 別紙目録  

— □ □ 

 

 

別紙２ 

◎ 案内図（50ｍ以内付近見取図） 
・ 特定工場等の周辺の状況がわかる地図等 
・ 申請地付近の騒音・振動に特に留意すべき施設(学校・幼稚園等)の状

況 

 

 

p.9 

 

□ 

 

 

□※1 

 

別紙３ 

◎ 設置する施設の一覧 
・ すべての機器を添付し、届出対象となる機器(施設)に網掛け 

 

— □ □ 

 

別紙４ 

◎ 特定施設の概要 
・ 敷地境界線上の騒音・振動レベルの計算結果 

 

p.10 □ 

 

□※1 

 

別紙５ 

◎ 敷地・建物配置図（近隣関係図） 
・ 工場等の敷地境界線、近隣建物との関係がわかる図面 

・ 建物の構造(間取り)等 

 

p.12 □ 

 

□※1 

 

別紙６ 

◎ 施設配置図（平面図・立面図） 
・ 特定施設の位置 

・ 特定施設から最も近い敷地境界線までの距離 

 

p.12～13 □ □ 

 

 

別紙７ 

◎ 施設の構造図（機械カタログ等） 
・ 型式及び定格出力や能力 

・ 特定施設の構造(立面図、写真等) 

・ 発生源での騒音・振動レベル(例：発生源から●ｍ地点で▲▲dB) 

 

 

— 

 

□ 

 

□ 

 

別紙８-１ 

◎ 騒音防止の方法 
・ 講じた騒音の防止対策 

 

 

 

― 

 

□※2 - 

 

別紙８-２ 

◎ 振動防止の方法 
・ 講じた振動の防止対策 - 

 

□※2 

 

別紙９ 

◎ 工事工程表 
・ 特定施設の設置完了時期がわかるもの 

 

― □ □ 
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届出書類の記入例（騒音）  
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05  

 

特定施設設置届出書の記載例 



案内図の記入例 

留意事項 

・ 対象敷地がわかるように、太枠で囲うもしくは網掛け等で示
してください。 

・ 敷地境界から50ｍの範囲を点線で図示し、点線が敷地境
界から50ｍの線であることを示してください。 

・ 敷地境界から50ｍの範囲内に学校等がある場合、その位置
と名称を記載してください。「学校等」は、学校・幼稚
園・保育所・病院及び診療所(有床)・図書館・特別養護老
人ホーム・認定こども園を指します。 

・ 敷地境界から50ｍの範囲の用途地域図を添付してくださ
い。用途地域図は、港区都市計画情報提供サービスでご確
認ください。 
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留意事項 

・ 施設名や地点番号等は、「特定施設設置届出書」及びその他の
添付書類と記載を統一するようにしてください。 

・ 「発生源の合成値(①)」は、１台あたりの発生レベルと設置台
数に基づき、右記の計算式から算出してください。 

・ 騒音の「距離減衰量(②)」は、右記の計算式から算出してくだ
さい。なお、「発生源(特定施設)と敷地境界線の距離」は、発
生源の位置と敷地境界の最短距離です。「施設配置図(平面
図)」の中で明記してください。 

・ 振動の「距離減衰量(②)」は、右記の計算式から算出してくだ
さい。なお、各係数は「新・公害防止の技術と法規 騒音・振
動編」(産業環境管理協会)等を参考に設定してください。 
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特定施設の概要の記入例 



特定施設の概要書(例) 
［ 騒⾳ ・ 振動 ］ 

注）「敷地境界線での騒⾳レベルまたは振動レベル」は、対策等により減衰した値を整数値で記⼊すること。 
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発⽣源である施設等 

    

発⽣源での騒⾳レベル

または振動レベル 

（１台あたり） 

 

ｄＢ 

 

ｄＢ 

 

ｄＢ 

 

ｄＢ 

 

基準距離 ｍ ｍ m m 

設置台数 台 台 台 台 

騒⾳レベルまたは

振動レベル(合成) 
ｄＢ ｄＢ ｄＢ ｄＢ 

 

 
 

 

 
 

 
対
策
等 

距離減衰 ｄＢ ｄＢ ｄＢ ｄＢ 

 敷地境界線

までの距離 
ｍ ｍ ｍ ｍ 

 

 
 

 

 

対策の⽅法 

    

敷地境界線での

騒⾳レベル 

または振動レベル 

(対策による減衰を含む) 

 

 

ｄＢ 

 

 

ｄＢ 

 

 

ｄＢ 

 

 

ｄＢ 

計算地点 

添付図⾯に記載した

敷地境界線上の番号 

    

 



- 12 - 

敷地・建物配置図（近隣関係図）の記入例 

施設配置図（平面図）の記入例 

 



施設配置図（立面図）の記入例 

騒音・振動防止の方法の記入例 
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騒音・振動防止の方法の記入例 

 

 特定施設の概要書（P.10参照）」の中に示してく 

 



よくある質問 

Ｑ．冷媒の圧縮機は特定施設に該当しますか。 

 

Ａ．該当しません。空気(気体)の圧縮機が特定施設の対象になります。一般的な空調機、外調機、チラー等は、

特定施設に該当しません。 

Ｑ．定格出力が5.5kＷ原動機を３台備えた空気圧縮機は特定施設に該当しますか。 

 

Ａ．該当しません。原動機１台当たりの定格出力が7.5kＷ以上のものに限り特定施設に該当します。 

Ｑ．規制の対象となる特定施設を設置する⼯場又は事業場(特定⼯場等)が２つの規制区域(例：第２種区域と第 

３種区域等)にまたがる場合の規制基準値はどのように取り扱いますか。 

 

Ａ．それぞれの区域の基準値を適用します。 

Ｑ．⾮常⽤の施設については、特定施設に該当しますか。 

 

Ａ．常用・非常用に関係なくp.3の「特定施設に該当する機械設備」であれば該当し、基準値も適用されます。 

 

 

連絡先 

港区 環境リサイクル支援部 環境課
環境指導アセスメント係 

TEL：03-3578-2491 
 

Ｑ．特定工場等の敷地内で発生した特定施設以外の施設に係る騒音は、騒音規制法の規制の対象となりますか。 

 

Ａ．規制の対象になります。 

 


